
 

- 1 - 

平成28年5月26日 

各 位 

会 社 名  東 映 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長 多田 憲之 

（コード番号9605 東証第1部） 

問合せ先  常務取締役 経営戦略部担当 田中 誠一 

 （電話番号03－3535－4641） 

 

当社株券等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の継続について 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、下記のとおり、現行の「当社株券等の大規模買付行

為に関する対応策（買収防衛策）」（以下、「現対応策」といいます。）について、平成28年6

月29日開催予定の次期定時株主総会（以下、「次期定時株主総会」といいます。）において株

主の皆様からご承認をいただくことを条件に継続することを決議いたしましたのでお知らせい

たします。なお、現時点において、特定の第三者から大規模買付行為を行う旨の通告や提案を

受けている事実はありません。 

 

記 

 

 当社は、平成19年5月25日に開催された取締役会において、「当社株券等の大規模買付行為に

関する対応策（買収防衛策）」の導入を決議し、同年6月28日に開催された定時株主総会におい

て、新株予約権無償割当てに関する事項を株主総会の決議又は株主総会から委任された当社取

締役会の決議により決定することができることを内容とする定款変更議案とあわせて、株主の

皆様からご承認をいただきました。そして、その後、平成22年6月29日開催の定時株主総会及び

平成25年6月27日開催の定時株主総会において、それぞれ従来の内容を一部変更した上で継続す

ることをお諮りし、株主の皆様のご賛同をいただいて現在に至っております。 

 現対応策の有効期間は平成28年6月開催予定の平成28年3月期に関する当社の定時株主総会の

終結の時までとなっているところ、当社は、現対応策の導入後の社会経済情勢の変化その他

様々な議論の進展等を踏まえ、現対応策の継続の是非や内容の見直し等について検討してまい

りました。そして、本日開催の取締役会において、現対応策を一部変更した上で継続すること

を決議いたしました（以下、変更後の対応策を「本対応策」といいます。）。 

 また、当社は、次期定時株主総会において株主の皆様から本対応策についてご承認をいただ

くことをあわせて決定いたしました。次期定時株主総会において、株主の皆様のご賛同を得ら

れた場合には、次期定時株主総会の終結後から本対応策の効力が発生することとなります（出

席株主の皆様の議決権の過半数のご賛同を得られなかった場合には、本対応策の効力は発生し

ません。）。 

 なお、本対応策については、社外監査役2名を含む当社監査役4名全員からも、本対応策の具

体的運用が適正に行われることを条件として賛成する旨の意見表明がありました。 
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 本対応策の内容に関して、現対応策からの主な変更点は、次のとおりです。 

・株主の皆様のご意思を確認するための株主総会を開催する場合があることについて明示しま

した。 

・大規模買付者等が有する新株予約権を取得する場合でも、その対価として金員等の交付を行

わない旨を明記しました。 

 本対応策において「大規模買付行為」とは、以下①乃至③に該当する買付等をいい（但し、

いずれについても、あらかじめ当社取締役会が同意したものを除くこととします。）、「大規

模買付者」とは大規模買付行為を行う者及び行おうとする者をいうものとします。 

①当社が発行者である株券等1について、保有者2の株券等保有割合3が20％以上とすること

を目的とした買付行為、又は結果として株券等保有割合が20％以上となるような当社

株券等の買付行為等（市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いませ

ん。）その他一切の取得 

②当社が発行者である株券等4について、公開買付け5を行う者及びその特別関係者6の株券

等所有割合7の合計が20％以上となる公開買付け 

③株券等保有割合が20％以上となる保有者又は買付等を行う者とその共同保有者8及び特

別関係者によって構成されるグループの組成を目的とするもしくは結果として組成と

なるその他の行為又は当該グループが関与しない行為により当該グループの株券等保

有割合が20％以上となった場合において当該グループが議決権割合を1％以上増加させ

る行為 

 

1．本対応策の目的と基本的な考え方 

(1) 当社における企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の取組みについて 

 当社は昭和26年の創立以来、半世紀を越えて、幅広いファンの皆様に支えられ、映画・テ

レビ・ビデオ・アニメーションその他多様な映像の製作と、それらの映像の多角的な営業に

より、質高く健全なエンターテインメントを提供することで、国民生活の向上に資するよう、

努めてまいりました。当社及び当社グループの企業価値の源泉は、まさしく良質のコンテン

ツを製作し、提供し続けることにあります。 

 また、直接コンテンツ事業に関わらない催事営業部門、不動産事業部門というセクション

                                                      
1 金融商品取引法第 27 条の 23 第 1 項に定義されます。以下、別段の定めがない限り同じとし

ます。 
2 金融商品取引法第 27 条の 23 第 1 項に定義される保有者及び同条第 3 項に基づき保有者に含

まれる者をいいます。以下同じとします。 
3 金融商品取引法第 27 条の 23第 4項に定義されます。以下同じとします。 
4 金融商品取引法第 27 条の 2 第 1 項に定義されます。 
5 金融商品取引法第 27 条の 2 第 6 項に定義されます。以下同じとします。 
6 金融商品取引法第 27 条の 2 第 7 項に定義されます。但し、同項第 1 号に掲げる者については、

発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第 3 条第 2 項で定める者

を除きます。以下、別段の定めがない限り同じとします。 
7 金融商品取引法第 27 条の 2 第 8 項に定義されます。以下同じとします。 
8 金融商品取引法第 27 条の 23 第 5 項に定義される共同保有者をいい、同条第 6 項に基づき共

同保有者とみなされる者を含みます。以下、別段の定めがない限り同じとします。 
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についても、前者は自社開発したキャラクターの営業を中心に、後者は直営劇場を再開発し

たテナントビルその他保有する不動産の管理運営を業務の中心としており、特に後者の存在

なくしてはコンテンツ製作の中心である東西撮影所の維持はもとより、コンテンツ提供の拠

点である直営劇場・シネコン事業も成り立ちません。当社グループは正しく「総合映像企業

グループ」として機能しており、安易な再編成を許さないものがあります。 

 さらに、デジタルシネマの普及、地上デジタル放送移行後のＢＳ・ＣＳ放送の台頭や映像

配信ビジネス等、劇的変化を続けるウィンドウ戦略に対応すべく、グループのデジタル映像

製作の開発拠点として主導的な役割を果たすことを目的に、平成22年、東映ラボ・テック㈱

と共同で運営する「東映デジタルセンター」を東京撮影所地区に設立いたしました。また、

同じく平成22年に全スクリーンのデジタル化が完了した㈱ティ・ジョイと合わせて、「入り

口から出口まで」の一貫したデジタル対応が可能になり、21世紀の「総合映像企業グループ」

としてのインフラが完成いたしました。しかし、今後もしばらくは当社及び当社グループの

将来を方向づける極めて重要な期間が続くものと認識しており、継続した投資とグループパ

ワーの結集が重要だと考えております。 

 そして、上記の政策によりゆるぎない収益基盤を築くことに加え、コンプライアンス・リ

スクマネジメント規程の遵守に基礎を置く実効性の高い内部統制体制を整備することにより、

ステークホルダーとの長期にわたる信頼関係を構築し、当社グループの企業価値ひいては株

主共同の利益の長期安定的な向上に努めていく所存です。 

(2) 大規模買付行為に対する考え方 

 当社は、上記のとおり企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に真摯に取り組んでおり

ます。しかしながら、昨今、我が国の資本市場においても、時として、対象となる会社の経

営陣との十分な協議や合意のプロセスを経ることなく、株主への十分な情報の開示もなされ

ない段階で、突如として大規模買付行為を強行するといった動きが見られることは否定でき

ません。また、大規模買付行為の中には、その目的等から判断して企業価値及び株主共同の

利益を著しく毀損するおそれのあるものや、その態様等から大規模買付行為に応じることを

株主の皆様に強要するおそれのあるものが含まれる可能性もあります。 

 もとより、大規模買付者による大規模買付行為に際し、当社株券等を売却するか否かは、

最終的には当社株券等を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると当社

取締役会は考えております。従って、当社取締役会は、大規模買付行為を一概に否定するも

のではありません。しかしながら、当社及び当社グループが培ってきたビジネスモデルは、

日本の映像文化の中心的役割を果たしてきた劇場映画、テレビ映画、アニメ作品を展開する

ことを核とするものであり、これを十分に理解することなく当社及び当社グループの企業価

値を向上させることは困難であると思料されます。 

 そこで、当社取締役会は、株主の皆様が大規模買付者による大規模買付行為を評価する際、

大規模買付者から一方的に提供される情報のみならず、現に当社の経営を担い当社の事業特

性を十分に理解している当社取締役会の大規模買付行為に対する意見等も含めた十分な情報

が、適時・適切に株主の皆様へ提供されることが極めて重要になるものと考えております。 
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(3) 本対応策導入の目的と基本的な枠組み 

 以上を踏まえ、当社取締役会は、大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に

応じるか否かを株主の皆様が判断するに当たり必要かつ十分な情報・時間及び当社取締役会

による代替案の提示を受ける機会を確保するために、一定の合理的な仕組みが必要不可欠で

あると判断しております。当社取締役会は、大規模買付行為が、このような大規模買付行為

に関するルール（以下、「大規模買付ルール」といい、その詳細は下記2.「大規模買付ルー

ルの内容」にて後述します。）に従って行われることが、当社の企業価値及び株主共同の利

益の確保・向上に資すると考えております。 

 本対応策において、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合や、大規模買付ル

ールを遵守した場合であっても当該大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を

著しく損なうと当社取締役会により最終的に判断される場合には、当社取締役会は、特別委

員会（下記3.「特別委員会の設置」ご参照）の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置として

新株予約権の無償割当て（下記5.「当社取締役会による決議及び対抗措置の具体的内容」及

び別紙1「新株予約権の無償割当ての概要」ご参照）の実施（以下、「対抗措置」といいま

す。）を決議することができるものとします。 

 なお、特別委員会は、勧告を行うに際し、対抗措置の発動に関して、あらかじめ株主の皆

様のご意思を確認するための株主総会（以下、「株主意思確認総会」といいます。）を開催

するべき旨の留保を付すことができるものとし、当該留保が付された場合には、当社取締役

会は、特別委員会の勧告を最大限尊重した上で、株主意思確認総会の招集に関して決議する

ことができるものとします。 

 さらに、上記にかかわらず、当社取締役会が、取締役の善管注意義務に照らし株主の皆様

のご意思を確認することが適切であると判断した場合にも、当社取締役会は、株主意思確認

総会を招集し、対抗措置の発動又は不発動に関する株主の皆様のご意思を確認することがで

きるものとします。 

 株主意思確認総会の決議は、出席株主の皆様の議決権の過半数によって決するものとし、

株主意思確認総会において対抗措置を発動することが可決された場合には、当社は対抗措置

を発動するものとします。他方、株主意思確認総会において対抗措置を発動することが否決

された場合には、当社は対抗措置を発動しないものとします。 

 

2．大規模買付ルールの内容 

 大規模買付ルールとは、大規模買付者が大規模買付行為に先立って、当社取締役会に対して

必要かつ十分な情報を提供し、その情報に基づき特別委員会が当該大規模買付行為について検

討・評価を行うための期間を設け、かかる期間が終了し、対抗措置に関する当社取締役会の最

終決定が行われるまで（但し、当社取締役会が株主意思確認総会を招集することを決定した場

合には、株主意思確認総会の終結時まで）大規模買付行為を開始してはならないとするもので

す。 

 大規模買付ルールの概要は、以下のとおりです。 
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(1) 大規模買付情報の提供 

 大規模買付行為を実施しようとする大規模買付者には、当該大規模買付行為に先立ち、当

社取締役会に対して、下記の各号に定める買付等の内容の検討に必要かつ十分な情報（以下、

「大規模買付情報」といいます。）及び大規模買付ルールに従う旨の誓約文言を日本語で記

載した書面（以下、総称して「買付説明書」といいます。）を当社の定める書式により提出

していただきます。 

記 

①大規模買付者及びそのグループ（主要な株主又は出資者及び重要な子会社・関連会社、共

同保有者及び特別関係者、ファンドの場合は組合員、出資者（直接又は間接を問いませ

ん。）その他の構成員並びに業務執行組合員及び投資に関する助言を継続的に行っている

者を含みます。）の詳細（具体的名称、資本構成、出資割合、財務内容、役員の氏名及び

略歴、事業内容並びに当社事業と同種の事業の運営についての経験等を含みます。） 

②大規模買付行為の目的、方法及び内容（買付対価の種類・価額・内容、買付の時期、関連

する取引の仕組み、大規模買付行為完了後、当社が上場廃止となる見込みがある場合には

その旨及びその理由、買付方法の適法性、買付実行の蓋然性並びに過去の買収及び買付行

為の履歴を含みます。） 

③買付価額の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に用いた数値情報並

びに大規模買付行為その他一連の取引によるシナジーの額及びその算定根拠等を含みま

す。） 

④大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡の有無及び意思連絡が存する場

合にはその内容 

⑤買付資金の裏付け（当該資金の供与者（実質的供与者を含みます。なお、実質的供与の判

断に当たっては直接又は間接を問いません。)の概要（具体的名称、資本構成等を含みま

す。）、既に保有する当社株券等に関する担保設定状況、当社の資産又は今後取得する当

社株券等に関する担保設定予定・時期、その他買付資金調達に関する一連の取引の条件・

仕組み等を含みます。） 

⑥大規模買付行為完了後に意図する当社及び当社グループの経営方針並びに事業計画（資金

計画、投資計画、資本政策、配当政策及び資産活用等） 

⑦大規模買付行為完了後に意図する当社及び当社グループの企業価値を継続的かつ安定的に

向上させるための施策並びに当該施策が当社及び当社グループの企業価値を向上させるこ

との根拠 

⑧大規模買付行為完了後における当社及び当社グループの従業員、取引先、顧客、地域社会

その他の利害関係者との関係についての方針（改変の計画の有無及び改変の計画が存する

場合はその内容） 

⑨その他特別委員会が必要と判断する情報 

 当社取締役会は、大規模買付行為の提案があった事実及び当社取締役会に提出された買付

説明書については、速やかに特別委員会に提供することとします。特別委員会は、これを受

けて、当該買付説明書の記載内容が大規模買付情報として十分か否かを速やかに確認し、不
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十分であると判断した場合には、適宜回答期限（原則として当社取締役会が買付説明書を受

領した後60日を上限とします。）を定めた上で、直接又は当社取締役会を通じて、大規模買

付者に対し追加情報を日本語で提出していただくよう求めることがあります。 

 また、大規模買付行為の提案があった事実及び当社取締役会に提出された大規模買付情報

は、法令及び当社が上場する金融商品取引所の規則の遵守を前提に特別委員会の意見も勘案

し当社取締役会が適切と判断する時点で、その全部又は一部を公表します。 

(2) 特別委員会による大規模買付情報の検討・評価等 

 特別委員会が、大規模買付者から大規模買付情報として十分な情報を全て受領したと認め

たときは、直接又は当社取締役会を通じて、速やかにその旨を公表します。特別委員会は、

当該公表日を開始日とし、対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社株券等の全

ての買付の場合には60日間、その他の大規模買付行為の場合には90日間を「特別委員会評価

期間」として、検討、評価、意見形成を行うものとします。  

 特別委員会評価期間の開始の前後を問わず、特別委員会は、大規模買付情報の検討及び比

較のため必要と認めるときは、当社取締役会に対しても、適宜回答期限（原則として30日を

上限とします。）を定めた上で、当該大規模買付行為に対する取締役会の意見、その根拠資

料及び企業価値向上のための代替案その他特別委員会が必要と認める情報・資料等を提供す

るよう求めることがあります。また、検討、評価及び意見形成並びに大規模買付行為に関す

る条件の改善に必要と認められるときは、特別委員会もしくは当社取締役会が大規模買付者

との間で協議・交渉し、又は当社取締役会が株主の皆様へ代替案を提示することもあります。 

 特別委員会は、その判断が当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に資するよう

になされることを確保するために、当社の費用で独立した第三者（ファイナンシャル・アド

バイザー、弁護士、税理士、公認会計士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の

助言を受けながら、提供された大規模買付情報及び当社取締役会から提供された情報・資料

等（取締役会による企業価値向上のための代替案を含みます。）を十分に検討・評価し、特

別委員会としての意見（対抗措置の発動の是非に関する勧告を含みます。）を慎重に取りま

とめることとします。 

 特別委員会は、特別委員会の意見を取りまとめた後、直接又は当社取締役会を通じて、大

規模買付者に対して当該意見を通知するとともに適時・適切に公表します。 

 なお、特別委員会が、特別委員会評価期間内に意見の公表又は対抗措置発動の是非を勧告

するに至らない場合には、原則として30日間を限度として合理的に必要な範囲で評価期間を

延長することができます。この場合、特別委員会は、評価期間を延長するに至った理由、延

長期間その他特別委員会が適切と認める事項について、当該延長の決定後速やかに、直接又

は当社取締役会を通じて、情報開示を行います。 

 大規模買付者は、特別委員会の勧告を経て当社取締役会が対抗措置に関する決定を行うま

で（但し、当社取締役会が株主意思確認総会を招集することを決定した場合には、株主意思

確認総会の終結時まで）、大規模買付行為を開始してはならないものとします。 
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3．特別委員会の設置 

 大規模買付ルールが遵守されたか否か、並びに大規模買付ルールが遵守された場合であって

も大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく毀損するおそれがあるため、

対抗措置を発動するべきか否かについては、当社取締役会が取締役としての忠実義務及び善管

注意義務に従って最終的に判断を行いますが、当社取締役会による恣意的な判断を防止するた

め、当社は、当社取締役会から独立した組織として特別委員会を設置します。 

 特別委員会の委員は3名以上5名以内とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業

務執行を行う経営陣から独立し、当社及び当社の経営陣との間に特別の利害関係を有していな

い社外取締役、社外監査役及び社外有識者（弁護士、税理士、公認会計士、学識経験者、投資

銀行業務に精通している者、又はこれらに準ずる者）の中から選任されるものとします。 

 なお、本対応策における特別委員会の委員は、別紙2「特別委員会の委員の略歴」に記載の

とおり予定しております（現在の委員から変更ありません。）。 

 

4．大規模買付行為がなされた場合の特別委員会の勧告 

(1) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合（大規模買付者から提出された情報が

株主の皆様の判断及び特別委員会の検討・評価のために必要な大規模買付情報として不十分

である場合並びに特別委員会が定めた回答期限までに大規模買付者から追加情報が提出され

なかった場合を含みます。）には、具体的な買付方法の如何にかかわらず、特別委員会は、

当社の企業価値及び株主共同の利益を守ることを目的として、当社取締役会の諮問に基づき、

対抗措置を発動するよう当社取締役会に勧告することができるものとします。 

(2) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合 

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、特別委員会は、当社取締役会の諮

問に基づき、原則として、大規模買付行為に対する対抗措置の不発動を勧告します。 

 但し、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当社取締役会の諮問に基づき、

特別委員会が、大規模買付情報の検討・評価等の結果、当該大規模買付行為が当社の企業価

値及び株主共同の利益を著しく損なうと判断した場合には、特別委員会は、当社の企業価値

及び株主共同の利益を守ることを目的として、対抗措置を発動するよう当社取締役会に勧告

することがあります。具体的には、以下のいずれかに該当すると認められる場合には、原則

として、大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく損なうと認められる

場合に該当するものと考えます。 

①真に当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて高値で当社

株券等を当社関係者に引き取らせる目的で当社株券等の買付を行っていると判断される場

合（いわゆるグリーンメーラー） 

②当社の経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密

情報、主要取引先や顧客等を大規模買付者やそのグループ会社等に移譲させるなど、いわ

ゆる焦土化経営を行う目的で当社株券等の買付を行っていると判断される場合 

③当社の経営を支配した後に、当社の資産を大規模買付者やそのグループ会社等の債務の担
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保や弁済原資として流用する予定で当社株券等の買付を行っていると判断される場合 

④当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない不動産、有価証券等の

高額資産等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるかあるいは

一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って当社株券等の高値売り抜けをする目的で

当社株券等の買付を行っていると判断される場合 

⑤大規模買付者の提案する当社株券等の買付方法が、強圧的二段階買収（最初の買付で全株

式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしな

いで、公開買付け等の株式買付を行うこと）等、株主の判断の機会又は自由を制約し、事

実上、株主に当社株券等の売却を強要するおそれがあると判断される場合（但し、部分的

公開買付けであることをもって当然にこれに該当するものではない。） 

⑥大規模買付者の提案する当社株券等の買付条件（買付対価の種類・価額、内容、時期、方

法、実現可能性を含むがこれに限らない。）が、当社の企業価値に照らして著しく不十分

又は不適切なものであると合理的な根拠をもって判断される場合 

⑦大規模買付者による支配権取得により、当社株主はもとより、従業員、取引先、地域社会

その他の利害関係者との関係又は当社ブランド価値を破壊し、当社の企業価値及び株主共

同の利益を著しく毀損するおそれがあると合理的な根拠をもって判断される場合 

⑧大規模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として不適切であると合理的な根拠を

もって判断される場合 

 但し、特別委員会は、当社取締役会に対抗措置の発動を勧告した後であっても、上記勧告

後に大規模買付者が大規模買付行為を撤回した場合、又は上記勧告の判断の前提となった事

実関係に変動が生じ、大規模買付行為が上記①乃至⑧に該当しないと判断するに至った場合

等には、改めて当社取締役会に対し、対抗措置の発動の中止を勧告し、又は既に行った対抗

措置の発動勧告等を撤回することができるものとします。 

(3) 株主意思確認総会を開催するべき旨の留保 

 特別委員会は、上記(1)及び(2)に記載したとおり、当社取締役会の諮問に基づき、対抗措

置を発動するよう当社取締役会に勧告することができますが、上記(2)①乃至⑧に該当するか

否かの判断が困難である場合等には、当該勧告を行うに際し、対抗措置の発動に関して、あ

らかじめ株主意思確認総会を開催するべき旨の留保を付すことができるものとします。 

 

5．当社取締役会による決議及び対抗措置の具体的内容 

 当社取締役会は、対抗措置を発動するか否か等の判断に際して、その判断の公正さを担保す

るために、以下の手続きを経ることとします。 

 (1) 当社取締役会は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合又は遵守する場合の

いずれの場合においても、特別委員会に対し、買付説明書を提示した上でその内容の検討・

評価及び対抗措置の発動の是非について諮問します。 

 (2) 特別委員会は、この諮問に基づき、上記4.「大規模買付行為がなされた場合の特別委員会

の勧告」に定める方針に従って対抗措置の発動の是非について判断し、当社取締役会に対し

て勧告（株主意思確認総会を招集するべき旨の留保を含みます。以下同じとします。）を行
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います。 

 (3) 当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重し、速やかに対抗措置の発動、不発動、

中止又は株主意思確認総会の招集その他必要な決議を行うものとします。 

 (4) 上記にかかわらず、当社取締役会は、取締役の善管注意義務に照らし株主の皆様のご意思

を確認することが適切であると判断した場合には、株主意思確認総会を招集し、対抗措置の

発動又は不発動に関する株主の皆様のご意思を確認するものとします。なお、株主意思確認

総会の招集手続は、法令及び当社定款の定めに従い可能な限り速やかに実施するものとしま

すが、定時株主総会又は臨時株主総会と併せて開催することもできるものとします。 

（5）株主意思確認総会の決議は、出席株主の皆様の議決権の過半数によって決するものとし、

株主意思確認総会において対抗措置を発動することが可決された場合には、当社は対抗措置

を発動するものとします。他方、株主意思確認総会において対抗措置を発動することが否決

された場合には、当社は対抗措置を発動しないものとします。 

 当社取締役会がこれらの決議を行った場合には、法令及び当社が上場する金融商品取引所の

規則等に従って、当該決定について適時・適切に公表します。 

 当社取締役会は、本対応策に基づく対抗措置を発動する場合には、新株予約権の無償割当て

を行うことを予定しております。この場合、大規模買付者及びそのグループ（以下、「大規模

買付者等」といいます。）による権利行使は認められないとの行使条件及び当社が当該大規模

買付者等以外の者から当社株式と引き換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が付された新

株予約権（その詳細は別紙1「新株予約権の無償割当ての概要」にて後述します。）を、その

時点の全ての株主に対して新株予約権無償割当ての方法（会社法第277条以下に規定されま

す。）により割当てます。 

 

6．株主及び投資家の皆様に与える影響等 

(1) 本対応策効力発生時に株主及び投資家の皆様に与える影響 

 本対応策の効力発生時には、対抗措置として予定している新株予約権の無償割当て自体は

行われません。従って、株主及び投資家の皆様の法的権利又は経済的側面に直接的な影響を

与えることはありません。 

(2) 対抗措置発動時に株主及び投資家の皆様に与える影響 

 当社取締役会は、当社の企業価値及び株主共同の利益を守ることを目的として、上記5.

「当社取締役会による決議及び対抗措置の具体的内容」に記載した対抗措置である新株予約

権の無償割当てを実施することがあります。 

 対抗措置の発動時には、大規模買付者等以外の株主の皆様が、法的権利又は経済的側面に

おいて格別の損失を被るような事態は想定しておりません。対抗措置である新株予約権の無

償割当てが行われる場合は、当社が当該新株予約権の取得の手続きをとることにより、大規

模買付者等以外の株主の皆様は、新株予約権の行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当

社による当該新株予約権の取得の対価として当社株式を受領するため格別の不利益は発生し

ません。但し、当社が新株予約権を取得する日までに、大規模買付者等でないこと等を誓約

する当社所定の書式による書面をご提出いただけない株主の皆様（当社がかかる誓約書の提
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出を求めた場合に限ります。）に関しましては、他の株主の皆様が当該新株予約権の無償割

当てを受け、当該新株予約権と引き換えに当社株式を受領することに比して、結果的に、そ

の法的権利又は経済的側面において不利益が発生する可能性があります。 

 なお、特別委員会の勧告を受けて、当社取締役会が当該新株予約権の発行の中止又は発行

した新株予約権の無償取得（当社が新株予約権を無償で取得することにより、株主の皆様は

新株予約権を失います。）を行う場合には、当該新株予約権の無償割当てを受けるべき株主

が確定した後（権利落ち日以降）に当社株式の価値の希釈化が生じることを前提にして売買

等を行った株主又は投資家の皆様は、株価の変動により不測の損害を被る可能性があります。 

 大規模買付者等については、大規模買付ルールを遵守しない場合や、大規模買付ルールを

遵守した場合であっても大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく損な

うと判断される場合には、対抗措置が発動されることにより、結果的に、その法的権利又は

経済的側面において不利益が発生する可能性があります。本対応策は、大規模買付者等が大

規模買付ルールに違反することがないようにあらかじめ注意を喚起するものであります。 

(3) 対抗措置発動に伴って株主の皆様に必要となる手続き 

 対抗措置である新株予約権の無償割当てが行われる場合には、当社株主の皆様は、引受け

の申込みを要することなく当該新株予約権の割当てを受け、また、当社が当該新株予約権の

取得の手続きをとることにより、新株予約権の行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当

社による当該新株予約権の取得の対価として当社株式を受領することになるため、申込みや

払込み等の手続きは必要となりません。 

 但し、この場合、当社は、当該新株予約権の割当てを受ける株主の皆様に対し、別途、ご

自身が大規模買付者等でないこと等を誓約する当社所定の書式による書面のご提出を求める

ことがあります。 

 また、新株予約権の無償割当てを受けるためには、別途当社取締役会が決定し公告する新

株予約権の無償割当ての基準日（以下、「割当基準日」といいます。）における最終の株主

名簿に記載又は記録される必要があります。 

 これらの手続きの詳細につきましては、実際に新株予約権の無償割当てを行うことになっ

た際に、法令及び当社が上場する金融商品取引所の規則等に基づき別途お知らせします。 

 

7．本対応策の導入手続き 

 本対応策の導入については、当社定款第13条の定めに基づき、本対応策に記載した条件に従

った新株予約権無償割当てに関する事項の決定を行うことを当社取締役会に委任する旨の議案

を次期定時株主総会に付議し、株主の皆様のご承認をいただくことを条件とします。 

 

8．本対応策の有効期間並びに廃止及び変更 

 本対応策の有効期間は、次期定時株主総会の終結後から平成31年6月開催予定の平成31年3月

期に関する当社の定時株主総会の終結の時までといたしますが、次期定時株主総会で株主の皆

様の賛同が得られなかった場合にはその効力は発生せず、また、次期定時株主総会で株主の皆

様の賛同が得られた場合であっても、有効期間満了前に株主総会で選任された取締役で構成さ
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れる取締役会により本対応策を廃止する旨の決議が行われた場合又は当社の株主総会において

本対応策を廃止する旨の議案が承認された場合には、本対応策はその時点で廃止されます。 

 さらに、当社取締役会は、今後の法令改正、司法判断の動向及び当社が上場する金融商品取

引所その他の公的機関の対応等を踏まえ、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の

観点から、必要に応じて本対応策の見直し等、適切な措置を講じてまいりたいと考えておりま

す。その際における本対応策の変更は、その都度株主総会において議案としてお諮りし、株主

の皆様のご賛同を得た上で行うこととします。 

 なお、本対応策で引用する法令の規定は、平成28年5月26日現在施行されている規定を前提

としているものであり、同日以降、法令改正（法令名の変更や旧法令を承継する新法令の制定

を含みます。）があり、それらが施行された場合には、本対応策において引用する法令の条文

の各条項は、当社取締役会が別途定める場合を除き、当該改正後のこれらの法令の各条項を実

質的に承継する法令の各条項に、それぞれ読み替えられるものとするほか、字句の修正等の形

式的もしくは技術的な修正又は変更については当社取締役会が行うことができるものとします。 

 

9．その他 

(1) 本対応策は、本日開催された当社取締役会において、社外取締役2名を含む出席取締役全員

の賛成により、一部変更及び継続並びに次期定時株主総会に付議することが決定されたもの

であり、また、当社監査役会（社外監査役2名を含む全員が出席）におきましても、本対応策

を一部変更及び継続並びに次期定時株主総会に付議することに賛同する旨の決定がされてお

ります。 

(2) 本対応策の合理性について 

 本対応策は、以下のとおり、高度な合理性を有しております。 

①買収防衛策に関する指針の要件を充足していること等 

 本対応策は、経済産業省及び法務省が平成17年5月27日に発表した「企業価値・株主共

同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・

株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の

原則）を充足しています。 

 また、本対応策は、企業価値研究会が平成20年6月30日に公表した報告書「近時の諸環

境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方｣の趣旨も踏まえた内容となっております。 

②当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること 

 本対応策は、大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否か

を株主の皆様が判断するために必要な情報や時間、あるいは当社取締役会による代替案の

提示を受ける機会を確保すること等を可能にするものであり、当社の企業価値及び株主共

同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。 

③株主の合理的意思に依拠したものであること 

 当社は、上記8.「本対応策の有効期間並びに廃止及び変更」記載のとおり、次期定時株

主総会において、本対応策に関する株主の皆様のご意思を確認させていただくため議案と

してお諮りしますが、仮に本対応策につき株主の皆様のご賛同が得られなかった場合には、
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本対応策の効力は発生しません。また、本対応策は、所定の場合には、当社取締役会は、

対抗措置の発動に先立ち、株主意思確認総会を招集し、対抗措置の発動又は不発動に関す

る株主の皆様のご意思を確認することができるものとしております。そのため、本対応策

の消長及び内容は、当社株主の合理的意思に依拠したものとなっております。 

④独立性の高い社外者の判断の重視  

 当社は、本対応策において、対抗措置発動等の運用に際して、当社取締役会の恣意的判

断を排除し、株主の皆様のために実質的な判断を客観的に行う諮問機関として、特別委員

会を設置しました。また、特別委員会の委員は3名以上5名以内とし、公正で中立的な判断

を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立し、当社及び当社の経営陣との

間に特別の利害関係を有していない社外取締役、社外監査役及び社外有識者（弁護士、税

理士、公認会計士、学識経験者、投資銀行業務に精通している者、又はこれらに準ずる者）

の中から選任されるものとしております。 

⑤合理的な客観的発動要件の設定  

 本対応策は、上記4.「大規模買付行為がなされた場合の特別委員会の勧告」及び上記5.

「当社取締役会による決議及び対抗措置の具体的内容」記載のとおり、あらかじめ定めら

れた合理的な客観的発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当

社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。 

⑥デッドハンド型又はスローハンド型買収防衛策ではないこと 

 上記8.「本対応策の有効期間並びに廃止及び変更」記載のとおり、本対応策は、当社の

株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により廃止することができるものとさ

れており、大規模買付者は、自己が指名し、当社株主総会で選任された取締役で構成され

る取締役会決議により、本対応策を廃止する可能性があります。従って、本対応策は、デ

ッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止で

きない買収防衛策）ではありません。また、当社は、期差任期制を採用しておらず、また、

取締役の解任決議要件の加重を行っておりませんので、本対応策は、スローハンド型買収

防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止する

のに時間を要する買収防衛策）でもありません。 

(3)参考資料 

  別紙1 新株予約権の無償割当ての概要 

  別紙2 特別委員会の委員の略歴 

  別紙3 当社株式の状況 

  別紙4 本対応策のフローチャート 

 

以 上 



 

- 13 - 

（別紙1） 新株予約権の無償割当ての概要 

 

1. 新株予約権の無償割当ての対象となる株主及びその割当方法 

 当社取締役会で定める割当基準日における最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、

その所有株式（但し、当社の有する当社株式を除く。）1株につき1個の割合で、払込みをさせ

ないで新株予約権を割当てる。 

2. 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

 新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権1個当たりの目的であ

る株式の数は当社取締役会が別途定める数とする。但し、当社が株式分割又は株式併合その他

を行う場合は、所要の調整を行うものとし、調整の結果生ずる1株未満の端数は切り捨て、現

金による調整は行わない。 

3. 株主に割当てる新株予約権の総数 

 割当基準日における当社の最終の発行済株式数（但し、同時点において当社の有する当社株

式の数を除く。）を上限とする。 

4. 新株予約権の行使に際して出資される財産及びその価額 

 新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は1株当たり1円を下限とし

割当基準日における時価の2分の1を上限とする金額の範囲内で当社取締役会が定める額とする。 

5. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における資本金及び資本準備金 

 新株予約権の行使により当社株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金の

額は、当社取締役会が別途定める額とする。 

6. 新株予約権の譲渡制限 

 新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

7. 新株予約権の行使条件 

 以下の者は新株予約権を行使することができないこと等を行使の条件として定める。詳細に

ついては、当社取締役会において別途定めるものとする。 

(i) 特定大量保有者9 

(ii) その共同保有者10 

(iii) 特定大量買付者11 

(iv) その特別関係者12 

                                                      
9 「特定大量保有者」とは、当社が発行者である株券等の保有者で、当該株券等に係る株券等

保有割合が 20％以上である者もしくは 20％以上であると当社取締役会が認めた者をいう。 
10 「共同保有者」とは、金融商品取引法第 27 条の 23 第 5 項に定義される者及び同条第 6 項に

基づき共同保有者とみなされる者（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含む。）

をいう。 
11 「特定大量買付者」とは、公開買付けによって当社が発行者である株券等（金融商品取引法

第 27 条の 2 第 1 項に定義される。）の買付け等（同法第 27 条の 2 第 1 項に定義される。以

下同じ。）の公告を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有（これに準ずるも

のとして金融商品取引法施行令第 7 条第 1 項に定める場合を含む。）に係る株券等（同法第

27 条の 2 第 1 項に定義される。）の株券等所有割合とその者の特別関係者の株券等所有割合

とを合計して 20％以上となる者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含む。）をい

う。 
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(v) 上記(i)乃至(iv)記載の者から新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲受

けもしくは承継した者 

(vi) 上記(i)乃至(v)記載の者の関連者13 

8. 当社による新株予約権の取得 

(1) 当社は、当社取締役会において定める取得日が到来したときに、新株予約権（但し、上記7.

「新株予約権の行使条件」に記載される新株予約権を行使できない者が有する新株予約権を

除く。）を取得し、これと引き換えに当社普通株式を交付することができるなどの条件を付

した取得条項を定める。詳細については、当社取締役会において別途定めるものとする。 

(2) 当社は、新株予約権の行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が新株予約権を取得

することが適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別に定める日にお

いて、全ての新株予約権を無償で取得することができる。 

(3) 当社が、上記7.「新株予約権の行使条件」記載の新株予約権を行使できない者が有する新

株予約権を取得する場合には、その対価として金員等の交付は行わないものとする。 

9. 新株予約権の行使期間等  

 新株予約権の行使期間その他必要な事項については、当社取締役会において別途定めるもの

とする。 

10.新株予約権証券 

  新株予約権に係る新株予約権証券は、発行しないものとする。

                                                                                                                                                            
12 「特別関係者」とは、金融商品取引法第 27 条の 2 第 7 項に定義される者（当社取締役会が

これに該当すると認めた者を含む。）をいう。但し、同項第 1 号に掲げる者については、発

行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第 3 条第 2 項で定める者を

除く。 
13 「関連者」とは、特別委員会の同意の下、実質的にその者を支配し、その者に支配されもし

くはその者と共同の支配下にある者として当社取締役会が認めた者、又はその者と協調して

行動する者として当社取締役会が認めた者をいう。 
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（別紙2） 特別委員会の委員の略歴 

 

 特別委員会の委員は、以下の3名を予定しております。（現在の委員から変更ありません。） 

 

氏名 幣 原   廣（しではら ひろし） 

略歴 

昭和54年 4月 法務省入省 

昭和57年 4月 弁護士登録（現在に至る） 

平成 3年10月 銀座東法律事務所開設 

平成11年 4月 第二東京弁護士会副会長 

平成14年 4月 日本弁護士連合会事務次長 

平成19年 6月 前澤給装工業㈱社外監査役 

平成20年 8月 タマホーム㈱社外監査役（現在に至る） 

平成23年 4月 日本弁護士連合会常務理事 

平成25年 6月 中外鉱業㈱社外監査役（現在に至る）  

平成26年 9月 弁護士法人東京フロンティア基金法律事務所所長（現在に至る） 

平成27年 6月 日本郵便㈱社外監査役（現在に至る） 

平成27年 6月 前澤給装工業㈱社外取締役（現在に至る） 

その他、新司法試験委員歴任 

 

氏名 神 津 信 一（こうづ しんいち） 

略歴 

昭和55年 4月 税理士登録（現在に至る） 

昭和55年 7月 神津信一税理士事務所開設 

平成17年 6月 東京税理士会副会長 

平成17年 7月 日本税理士会連合会常務理事 

平成18年 6月 当社社外監査役（現在に至る） 

平成21年 7月 日本税理士会連合会総務部長 

平成22年 1月 ＫＭＧ税理士法人設立、代表社員（現在に至る） 

平成23年 6月 東京税理士会会長 

平成23年 7月 日本税理士会連合会副会長 

平成27年 7月 日本税理士会連合会会長（現在に至る） 

※同氏は、東京証券取引所が定める独立役員として届け出ております。 
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氏名 佐 貫 葉 子（さぬき ようこ） 

略歴 

昭和56年 4月 弁護士登録（現在に至る） 

平成13年11月 ＮＳ綜合法律事務所開設 

平成15年 6月 ㈱クラヤ三星堂（現・㈱メディパルホールディングス）社外監査役 

平成19年 6月 明治乳業㈱社外監査役 

平成21年 4月 明治ホールディングス㈱社外取締役（現在に至る） 

平成24年 6月 ㈱りそなホールディングス社外取締役（監査委員） 

平成27年 6月 ㈱りそなホールディングス社外取締役（監査委員会委員長）（現在に至る）
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（別紙3）当社株式の状況（平成28年3月31日現在） 

 

1．発行可能株式総数 300,000,000株 

2．発行済株式総数   147,689,096株 

3．株主数 9,334名 

4．大株主（上位10名） 

株   主   名 持 株 数 持株比率 

株 式 会 社  テ レ ビ 朝 日 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 16,700 千株 
    13.0 ％ 

    

株 式 会 社  Ｔ Ｂ Ｓ テ レ ビ 12,150  9.4  

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 (信託口) 8,413  6.5  

株 式 会 社  バンダイナムコホールディングス 7,130  5.5  

東 京 急 行 電 鉄 株 式 会 社 6,000  4.7  

株 式 会 社  フジ・メディア･ホールディングス 5,724  4.4  

日 本 テ レ ビ 放 送 網 株 式 会 社 4,800  3.7  

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 4,258  3.3  

株 式 会 社  三 井 住 友 銀 行 4,107  3.2  

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 (信託口9) 1,490  1.2  

 
(注) １．千株未満は切り捨てて表示しております。 

２．当社は、自己株式18,762,558株を保有しておりますが、上記大株主からは

除いております。また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。 

３．平成28年３月17日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、

平成28年３月15日現在で大和住銀投信投資顧問株式会社が7,447千株（発行済

株式の総数の5.0％）の当社株式を保有している旨が記載されているものの、

当社として平成28年3月31日現在における実質所有株式数の確認ができており

ませんので、上記大株主には含めておりません。 
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（別紙4）本対応策のフローチャート 

 このフローチャートは、あくまでも本対応策に対するご理解に資することのみを目的に、

参考として作成しております。本対応策の詳細については本開示資料本文をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不十分のため追加情報を要求 

(期限＝原則60日以内) 

《特別委員会評価期間》（現金による当社株券等の全部買付の場合は

原則60日。それ以外は原則90日。） 
・取締役会から意見、代替案等の提供 

・大規模買付者との協議・交渉 

・第三者（弁護士、公認会計士等の専門家を含む）からの助言 など 

特別委員会が記載内容について十分か否かを速やかに確認 

十分である 

勧告を最大限尊重して取締役会が 

対抗措置の不発動等について判断 

又は株主意思確認総会の招集を決定 

期限内に追加情報要求

に応じない場合など 

勧告を最大限尊重して取締役会が 

対抗措置の発動等について判断 

又は株主意思確認総会の招集を決定 

大規模買付者（当社株券等の 20％以上を取得しようとする者）の出現 

大規模買付者が大規模買付

ルールを遵守する場合 

大規模買付者が大規模買付

ルールを遵守しない場合 

特別委員会による勧告 

当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく毀損する
と合理的に判断される場合（グリーンメーラーなど）
又は判断が困難な場合など 

右に該当しない

場合 

特別委員会評価期間に

買付けた場合など 

大規模買付者が買付説明書（大規模買付者の詳細情報、

買付目的・方法、買付後の経営方針等を記載）を提出 

特別委員会による勧告 

株 主 意 思 確 認 総 会 

対抗措置を不発動 対抗措置を発動 

対抗措置発動を否決 対抗措置発動を可決 


